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〔二次出版〕

日本のオフィスワーカーにおける座位行動の減少と身体活動の
増加に対する短時間の活動的休憩の効果：1 年間の準実験的研究

－�Scandinavian Journal of Work, Environment & Health に 
掲載された英語論文の日本語による二次出版－

北濃成樹 1 ），神藤隆志 1 , 2 ），吉葉かおり 1 ），山口大輔 1 ），藤井悠也 1 ），
若葉京良 3 ），丸尾和司 1 , 4 ），甲斐裕子 1 ），荒尾 孝 1 ）

SUMMARY

　目的：我々は，長時間の座位からの短時間の活動的休憩を導入する 1 年間の複合的職場介入が，日本の
オフィスワーカーにおける勤務中の身体行動と健康に及ぼす影響を検討した。
　方法：この準実験的研究は東京で実施された（2019～2020年）。介入群（n = 172）では，座位行動を中断
するための活動的休憩を勤務スケジュールに導入し（約10分／／勤務時間），参加を奨励する支援戦略（例：
ソーシャルサポート，情報提供）を併せて実施した。介入群と同じ企業グループで働く対照群（n = 323）の
勤労者は，いかなる介入も受けなかった。主要アウトカムとして，加速度計測定による勤務中の座位行動
と身体活動を，副次アウトカムとして，メンタルヘルスと主観的職務遂行能力を評価した。 1 年後のアウ
トカムにおける群間差を検討するため，overlap weight を用いた傾向スコア重み付けを実施した。
　結果： 1 年後のフォローアップ評価において，介入群の勤務中の座位行動は24.4分減少し（95% 信頼区
間31.6–17.3），身体活動は同程度増加した（群間差の P < 0.05）。しかし， 1 年後のフォローアップでは，
ベースラインと比較して，介入群において心理的苦痛が悪化し，ワークエンゲイジメントが低下した（群
間差の P < 0.05）。
　結論：我々の知見は，このプログラムがオフィスワーカーの勤務中の座位行動を減らし身体活動を促進
する実行可能なアプローチであることを示唆している。しかし，方法論的な限界から，観察された効果が
介入によるものと断定することはできない。広範な社会実装を推奨する前に，その有効性と外的妥当性を
評価するための更に厳密な研究が必要である。
Key words：加速度計，日本，職業保健，プレゼンティーズム，傾向スコア，心理的苦痛，ワークエンゲイジメント

1）公益財団法人 明治安田厚生事業団 体力医学研究所　Physical Fitness Research Institute, Meiji Yasuda Life Foundation of Health and Welfare, Tokyo, 
Japan.

2）大阪教育大学 表現活動教育系 Division of Art, Music, and Physical Education, Osaka Kyoiku University, Osaka, Japan.
3）十文字学園大学 人間生活学部 Faculty of Human Life, Jumonji University, Niiza, Saitama, Japan.
4）筑波大学 医学医療系 生物統計学 Department of Biostatistics, Institute of Medicine, University of Tsukuba, Ibaraki, Japan.

本論文は以下の論文を忠実に日本語翻訳した二次出版です。引用を行う場合には原典を確認のうえ，下記を引用してくだ
さい。
Kitano N, Jindo T, Yoshiba K, Yamaguchi D, Fujii Y, Wakaba K, Maruo K, Kai Y, Arao T. Effectiveness of short active breaks for re-

ducing sedentary behavior and increasing physical activity among Japanese office workers: one-year quasi-experimental study. Scandi-

navian Journal of Work, Environment & Health. 2025; 51（4）: 312-22. doi: 10.5271/sjweh.4224

原著論文は Creative Commons Attribution License（CC BY 4.0）の下で公開されており，本翻訳は当該ライセンスの条件に
従って作成されています。原著論文の著者と本論文の著者は同一です。また原典に付随する補足資料は翻訳・掲載してい
ませんので，原典をご参照ください。

体力研究 BULLETIN OF THE PHYSICAL FITNESS RESEARCH INSTITUTE
No.124 pp.34～47  May, 2026



35�

体力研究 BULLETIN OF THE PHYSICAL FITNESS RESEARCH INSTITUTE  No.124

背　景

　現代の労働力の相当な割合を占めるオフィス
ワーカーは，他の職業の勤労者よりも座位行動に
費やす時間が長い1）。彼らの日常的な座位行動の
ほとんどは職場で発生し2），長時間の中断のない
もので構成されている3）。過度の座位行動はさま
ざまな健康上の悪影響（例：慢性疾患，精神疾患，
早期死亡）を引き起こすため4-6），研究者たちはオ
フィスワーカーにおける勤務中の座位行動を減ら
し身体活動を増加させる戦略について研究してき
た。
　系統的レビューでは，物理的な職場環境の変更
を伴う介入（例：スタンディングデスクやアク
ティブワークステーションの導入），または物理
的変更と教育的・行動的介入の組み合わせにより，
勤務中の座位行動がより大きく減少することが明
らかになった7）。しかし，座位行動を減らすこれ
らの環境介入の有効性は，実施後 3か月で減少す
る可能性がある8）。その費用対効果が未確定であ
ることは，雇用主がこうした介入の導入をためら
う要因にもなりえる9）。オフィスワーカーの過度
の座位行動という社会的課題に対処するためには，
その有効性が最大化されなくても，実装コストの
低い職場での健康増進プログラムの開発が重要で
ある。
　 1つの代替案は，組織のスケジュールに座位行
動からの，短時間の活動的休憩を組み込むように
職場の方針を変更することである。しかし，短時
間の活動的休憩の導入が勤務中の座位行動に及ぼ
す影響は，2つのランダム化比較試験（randomized 

controlled trial: RCT）でしか検討されていない10,11）。
更に，結果は一貫しておらず，一方は勤務日の座
位行動の減少を明らかにし10），他方は 1日合計ま
たは勤務中の座位行動を減らすための強いエビデ
ンスを見いだせなかった11）。その結果，系統的レ
ビューでは，座位行動を減らすことを目的とした
このような職場における方針変更の有効性を判断
できず，更なる研究が推奨された8）。この研究
テーマには更に 3つの限界が存在する。第一に，

これまでの介入研究の期間は 6か月以下であり，
現実世界でのより長期的な効果は不明確なままで
ある。第二に，社会規範と組織文化12,13）は座位行
動を減らすための職場戦略の決定要因であり，国
や地域によって異なる14）。したがって，この種の
介入の外的妥当性と有効性を確立するには，複数
の地域にわたる研究が必要である。第三に，系統
的レビューでは，身体活動促進を含む職場での健
康増進が，メンタルヘルスとワークエンゲイジメ
ントに肯定的な影響を与えることが明らかになっ
ている15,16）。特に同僚と一緒に取られる短時間の
活動的休憩は，気分を改善し，職場の人間関係を
強化し，集団凝集性を促進し，最終的に心理的苦
痛の軽減とワークエンゲイジメントの増加につな
がる可能性がある。しかし，我々の知る限り，こ
のような休憩を導入することが現代の労働人口に
とって不可欠なアウトカムに及ぼす影響は未検討
のままである17,18）。
　したがって，我々は，勤務スケジュール内に短
時間の活動的休憩を導入する 1年間の複合的介入
が，日本のオフィスワーカーにおける勤務中の座
位行動と身体活動に及ぼす影響，ならびにメンタ
ルヘルスと仕事関連のアウトカムへの潜在的な影
響を評価した。

方　法

　本研究は，非ランダム化デザインによる評価の
透明性のある報告（Transparent Reporting of Evalua-

tions with Non-randomized Designs: TREND）声明に
従った（補足表 S 1）。
Ａ．参加者と研究デザイン

　この 1年間の準実験的研究は，2019年から2020

年の間に実施された。介入群と対照群の包含基準
は，（i）オフィスワーカーであること，（ii）スタン
ディングデスクを使用していないこと，（iii）会社
の就業規則に従って 9時～17時の時間帯に勤務し
ていること（フレックスタイム勤務でないこと）で
あった。介入群の勤労者は，東京や大阪など日本
の都市部にオフィスをもつ，保険事務管理サービ
スを提供する企業で働いていた。介入は，同社の
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すべての部署およびすべての勤労者（23部署，
1009名のオフィスワーカー）を対象に実施された。
しかし，企業とその従業員への負担を軽減するた
め，試験は，人事担当者によって任意に選択され
た 2部署200名の従業員にのみ実施された。これ
らのうち，190名の勤労者がベースライン調査に
同意し，完了した。最終的に，介入開始から 1年
後の調査に参加した172名の勤労者のデータを分
析に使用した。
　対照群には，コホート研究である明治安田ライ
フスタイル研究（Meiji Yasuda LifeStyle study: MY- 

LSスタディ）19）の参加者を割り当てた。MYLSス
タディは，東京都とその周辺地域（すなわち，介
入群参加者のオフィスと同じ地域）に住む従業員
の年次健康診断のデータを使用した。介入群との
比較可能性を高めるため，以下の基準を満たす参
加者のみを含めた：（i）介入群の参加者と同じ企
業グループで働いていること，（ii）オフィスワー
カーとして働いていること，（iii）2019年（介入開

始時）と2020年（介入終了時）のデータをもってい
ること，（iv）365日［標準偏差（standard deviation: 

SD）30日］のフォローアップ期間（介入期間に近
似）をもっていること。最終的に，323名の勤労者
がこれらの基準を満たし，分析に含まれた（図 1）。
　フォローアップ調査は，新型コロナウイルス感
染症（Coronavirus disease 2019: COVID-19）パンデ
ミックの時期に実施された（介入群：2020年 2月，
対照群：2020年 6～11月）。日本では，ロックダ
ウンのような厳格な政策は実施されなかった代わ
りに，ソーシャルディスタンス戦略が採用された。
両群の測定後の期間には，人々の身体行動に大き
な影響を与えるような厳格な措置は実施されな
かった（補足図 S 1）。対照群の企業では，在宅勤
務制度が採用されたが，インフラが不十分であっ
たため，従業員の80％以上がオフィスで勤務した。
感染対策として，出勤に制限は設けられなかった。
Ｂ．介入

　座位行動を中断する短時間の活動的休憩を含む
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図 1．参加者選定のフロー図

介入群 対照群

解析対象（n = 172） 解析対象（n = 323）

2020年2月
介入後調査の参加者（n = 172）

2020年6月から11月
追跡調査の参加者（n = 541）

2019年2月
ベースライン調査の参加者（n = 190）

2019年6月から11月
ベースライン調査の参加者（n = 893）

ベースライン

追跡

• 追跡不能（n = 352）• 追跡不能（n = 18）

• 追跡期間が1年±1か月の範囲外
（n = 184）

• 研究参加に同意しなかった者
（n = 34）

解析

2019年2月
研究対象として担当者により任意に選定
された部署の従業員（n = 200，2部署）

研究に招待
した対象

• 介入群と異なる企業に勤務
（n = 322）

• オフィスワーカー以外の職種
（n = 481）

• 参加辞退（n = 55）• 参加辞退（n = 10）

2019年2月
保険事務サービスを提供する企業の
従業員（n = 1009，23部署）

2019年6月から11月
MYLSスタディに登録され，加速度計を
用いた測定を受けた参加者（n = 1751）

候補者
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1年間の複合的介入プログラムは，社会生態学的
モデル20）と COM-Bモデル21）に基づいて開発され
た。補足図 S 2に介入のタイムラインを示す。対
照群の勤労者は，研究チームからいかなる介入も
受けず， 1年間通常どおり勤務を続けた。
Ｃ．支援戦略

　これまでの研究により，職場での健康増進にお
ける成功の鍵が明らかになっている：経営陣の理
解，従業員のニーズ，そしてプログラムの実施へ
の経営陣と従業員の早期関与である12,13,22,23）。し
たがって，短時間の休憩を実装する前に，企業の
経営陣は研究者と協力して好適な環境・風土を構
築した（2018年 2月から2019年 1月）。これらの取
り組みには，従業員の健康問題を探る調査とその
結果のフィードバック，社長による活動的休憩の
奨励，オフィスでの長時間の座位行動を中断する
ための情報提供と教育，そして各部署におけるプ
ログラムを促進・開発するリーダーの配置が含ま
れた。補足資料 S 1に，各部署と従業員に配布さ
れた教育資料の詳細を示す。
Ｄ�．座位行動を中断する短時間の活動的休憩の

導入

　活動的休憩は，毎日約10分間の座位行動を減ら
すことを目的とした。各部署のリーダーは，自身
の部署の勤務スケジュールとニーズに基づいて休
憩プログラムを開発した。プログラムに関して，
参加者が休憩中に行う活動は自由であったが，立
ち上がる／／歩き回ることが求められ， 1日当たり
合計10分間の座位行動を減らし，身体活動を増や
すことを目標にするように求められた。つまり，
参加者は活動的休憩を取ることを強制されなかっ
た。例えば，ある部署は，個人／／グループの都合
に応じて10～11時の間に 5 分間のストレッチ／／
ウォーキングを行い，14時に 5分間の低強度有酸
素運動を実施する10分間のプログラムを開発した
（補足表 S 2）。各部署が開発した休憩プログラム
は，すべての従業員が実施し，2019年 2 月から
「健活★タイム」という名称で全部署に実装された。
介入期間中，経営陣と研究者は，長期的な持続可
能性を確保するため，各部署によるプログラムの

定期的な見直しを推奨した。例えば，ある部署で
は，活動の種類（例：ストレッチ，軽体操），開始
の合図，活動を行う集団単位が介入開始から 1年
後にわずかに変更された。しかし，フォローアッ
プ調査の時点では， 1日当たり少なくとも10分間
座位行動を減らすという目標は維持されていた。
Ｅ．測定項目

　介入群については，介入開始の 1週間前（2019

年 1月）と介入開始から 1年後（2020年 2月）の 2

時点でデータを収集した。対照群については，
2019年 6月から11月と2020年 6月から11月にデー
タを収集した。
Ｆ．主要アウトカム

　主要アウトカムは，妥当性が検証された三軸加
速度計（Active style Pro HJA750-C，オムロンヘル
スケア株式会社，京都，日本）24-26）を用いて評価
した，勤務中の座位行動と身体活動の変化であっ
た。介入群と対照群の参加者は，それぞれ勤務日
の始まりから終わりまで，または覚醒時間中にデ
バイスを腰に装着するよう指示された。装着期間
は10日間以上とした。対照群については，勤務中
（ 9～17時）の活動データを次のとおり抽出した。
非装着時間は，活動カウントが検出限界を下回る
60分連続の間隔と定義した。有効日は，参加者が
勤務時間の75％以上の間デバイスを装着した日と
定義した27）。有効日のデータを 4日以上有する勤
労者のデータを分析に使用し28），この基準を満た
さなかった者のデータは，統計解析に記載する手
順を用いて補完した。各60秒エポックを，座位行
動［≤ 1.5メッツ（metabolic equivalents: METs）］，低
強度身体活動（1.6～2.9 METs），または中高強度
身体活動（≥ 3.0 METs）に分類した29,30）。また，短
時間の活動的休憩に関連する指標として，継続し
た座位行動の頻度と時間（≥ 30分の長時間の中断
のない座位行動で蓄積された時間），およびバウ
ト身体活動［ 3 分（典型的な 1 回の休憩セッショ
ン）から10分（ 1日の目標）まで続く身体活動と定
義］を算出した。各調査時点で， 1日値のこれら
の指標を集計し， 8 時間の勤務時間に標準化し
［標準化分＝各行動の観察時間／／装着分×480］，す
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べての有効日にわたって平均した。
Ｇ．副次アウトカム

　副次アウトカムは，自己記入式質問票を用いて
評価した，心理的苦痛，ワークエンゲイジメント，
および主観的職務遂行能力であった。心理的苦痛
を評価するために K6調査票31）を使用した（ 0～24

点，高得点はより悪い心理的苦痛を示す）。ワー
クエンゲイジメント，すなわち仕事に関する肯定
的な心理状態を評価するために，ユトレヒト・
ワーク・エンゲイジメント尺度32）を使用した（ 0

～ 6点，高得点はより良いエンゲイジメントを示
す）。主観的職務遂行能力を評価するために，世
界保健機関が公開している健康と労働パフォーマ
ンスに関する質問紙33）の絶対的プレゼンティーズ
ムに関する質問を使用した（ 0～10点，高得点は
より良いパフォーマンスを示す）。補足表 S3に各
指標の詳細情報を示す。
Ｈ．短時間の休憩プログラムへの参加

　短時間の活動的休憩への参加状況は，フォロー
アップ調査において評価した。参加者は，以下の
3つの時点での参加状況を想起するよう求められ
た：（i）各部署で休憩が最初に実装されたとき，
（ii）実装から 6か月後，（iii）実装から 1年後。回
答選択肢は，「ほとんどない」「ときどき」「ほと
んど」「ほぼ常に」であった。
Ｉ．その他の変数

　対照群の勤労者は介入群と同じ企業グループか
ら選択されたが，参加者の特性が群間で異なる可
能性があった。したがって， 2 群の比較可能性 

を高めるため，以下のデータを調査し，群間の 

特性をバランスさせる変数として統計解析に 

使用した：年齢，性別，体格指数（body mass index: 

BMI），および職位。
Ｊ．統計解析

　非 RCT では，傾向スコア（propensity score: 

PS）マッチングや逆確率重み付けなどの統計的方
法が，因果推論のための有用なツールと考えられ
ている。しかし，これらの方法には，極端な PS

と極端な重み付け（例：サポート外観測値および
極端に小さい／／大きい重み）に関する限界がある。

したがって，我々の複合的介入プログラムのアウ
トカムへの効果を検討するため，overlap weights

（対照群：PS，介入群： 1 -PS）を用いた PS重み付
けを適用し，オーバーラップ集団における平均処
置効果（average treatment effect for the overlapping 

population: ATO）を推定した34）。計算された重み
は極端な PSに対して小さくなり，外れ値（すな
わち，ほぼ常に処置される／／決して処置されない
者）が結果を大きく左右しないことを保証する。
したがって，これらの外れ値は推定値への寄与が
比較的小さく，一方でどちらの群の特性とも一致
する参加者はより多く寄与する。結果として得ら
れる対象集団は，利用可能なサンプルから研究参
加者を除外せず，臨床的均衡状態にある対象者の
比較を重視する，包括性の高い pragmatic RCTの
特性を模倣する35）。分析には PSweightパッケー
ジを使用した36）。ATOの推定では，モデルの従
属変数をベースラインからフォローアップ調査ま
での各アウトカムの変化とし，サンドイッチ分散
推定量を使用した。PSを計算するために，群を
従属変数とし，年齢，性別，BMI，職位，および
各アウトカムのベースライン値を独立変数として
ロジスティック回帰分析を使用した。
　miceパッケージ37）を使用し，予測平均マッチ
ングを用いた連鎖方程式による多重補完法を実施
し，すべての欠損データを補完した。20の補完
データセットを生成し，個別に分析した。各デー
タセットからの結果は，ルービンのルールに従っ
て統合した。感度分析として，前述のモデルを，
完全ケースを用いて再分析した。すべての統計解
析は，Rバージョン4.2.2（R Foundation for Statisti-

cal Computing，ウィーン，オーストリア）を用い
て実施した。統計的有意性は P < 0.05とした。

結　果

Ａ．参加者の特性

　分析サンプルは，介入群172名と対照群323名で
あった。勤務中の中高強度身体活動時間と歩数を
除き，ベースラインの人口統計学的変数とアウト
カム変数に有意な群間差が認められた（表 1）。介
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入群と対照群の年齢と勤務中の座位行動時間の平
均値（SD）は，それぞれ45.3（11.6）歳と51.6（7.2）歳，
308.1（62.7）分と341.4（56.7）分であった。補足図
S3に各群の PS分布を示す。overlap weightsを用

いた PS重み付け後，これらの変数は群間でバラ
ンスがとれた（補足図 S 4）。
Ｂ．短時間の休憩プログラムへの参加状況

　図 2に， 1年間にわたる短時間の活動的休憩へ

表 1．研究参加者の特性

特性
介入群（n = 172） 対照群（n = 323）

P値
平均（SD） n（%） 平均（SD） n（%）

年齢（歳）   45.3（11.6） –   51.6（7.2） –
< 0.01

　欠損 6 – 0 –

女性 –  157（92.4） –  182（56.3）
< 0.01

　欠損 – 2 – 0

BMI（kg／／m²）   21.9（3.3） –   23.3（4.4） –
< 0.01

　欠損 17 – 0 –

管理職 –   24（14.1） –   91（28.2）
< 0.01

　欠損 – 2 – 0

加速度計データ

装着日数（日）    4.7（0.5） –   12.2（4.5） –
< 0.01

　欠損 28 – 17 –

装着時間（分／／8時間）  442.8（30.8） –  478.9（6.1） –
< 0.01

　欠損 28 – 17 –

座位行動（分／／8時間）  308.1（62.7） –  341.4（56.7） –
< 0.01

　欠損 28 – 17 –

長時間座位行動（分／／8時間）a   64.2（67.7） –  115.3（83.0） –
< 0.01

　欠損 28 – 17 –

長時間座位行動（回数／／8時間）a    1.5（1.4） –    2.4（1.5） –
< 0.01

　欠損 28 – 17 –

低強度身体活動（分／／8時間）  149.8（56.7） –  116.0（53.0） –
< 0.01

　欠損 28 – 17 –

中高強度身体活動（分／／8時間）   23.1（13.1） –   23.7（13.5） –
0.691

　欠損 28 – 17 –

バウト身体活動（分／／8時間）b   75.8（34.2） –   57.6（33.1） –
< 0.01

　欠損 28 – 17 –

バウト身体活動（回数／／8時間）b   17.1（7.0） –   13.2（6.9） –
< 0.01

　欠損 28 – 17 –

歩数（歩／／8時間） 3834.5（1313.6） – 3597.2（1385.8） –
0.080

　欠損 28 – 17 –

心理的苦痛（点）    5.1（5.2） –    3.1（4.0） –
< 0.01

　欠損 3 – 2 –

ワークエンゲイジメント（点）    2.2（0.9） –    2.9（1.5） –
< 0.01

　欠損 3 – 8 –

職務遂行能力（点）    5.0（1.3） –    6.1（1.6） –
< 0.01

　欠損 4 – 1 –

a　30分以上の中断のない座位
b　3～10分間継続する身体活動
SB = 座位行動，SD = 標準偏差，LPA = 低強度身体活動，MVPA = 中高強度身体活動
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の参加状況を示す。半数以上の勤労者がほぼ常に
休憩に参加し，介入の後期段階で増加がみられ
た：プログラム実施直後62.1％， 6か月後58.6％，
1年後66.9％。
Ｃ．介入効果

　表 2に，勤務中の座位行動と身体活動に対する
介入の効果を示す。 1年後のフォローアップ時点
で，介入群の勤労者は勤務中の座位行動を減少さ
せ，身体活動を増加させた（群間差の P < 0.05）。
介入群は座位行動時間が24.4分減少し［95%信頼
区間（CI）31.6 – 17.3］，低強度身体活動が12.6分増
加し（95% CI 6.3 – 18.9），中高強度身体活動が
10.1分増加した（95% CI 8.0 – 12.2）。介入群にお
いて，継続した座位行動の頻度と時間は有意では
ないものの減少し（P = 0.050 – 0.059），短時間の
継続した身体活動は増加した（P < 0.001）。対照群
はいずれの主要アウトカムにも有意な変化を示さ
なかった。
　表 3に，副次アウトカムに対する介入の効果を
示す。 1年後のフォローアップ評価時点で，介入
群の心理的苦痛［1.6点（95% CI 0.9 – 2.2）］とワー
クエンゲイジメント［­0.1点（95% CI ­0.2 – 

­0.01）］はベースラインから有意に悪化した（群間

差の P < 0.05）。主観的職務遂行能力に対する介
入効果の証拠はほとんどみられなかった。
　完全ケース分析（補足表 S4および S5）では，推
定値の大きさと分散にいくつかの違いがみられた
ものの，同様の結果が得られた。

考　察

　我々は，短時間の活動的休憩を勤務スケジュー
ルに組み込んだ 1年間の複合的介入が，日本のオ
フィスワーカーにおける勤務中の身体行動，メン
タルヘルス，および仕事関連のアウトカムに及ぼ
す影響を検討した。半数以上の勤労者が， 1年間
を通じてほぼ常に休憩セッションに参加した。 1

年後のフォローアップ評価時点で，介入群参加者
の勤務中の座位行動が約20分減少し，身体活動が
同程度増加した。更に， 1年後のフォローアップ
評価時点での心理的苦痛とワークエンゲイジメン
トは，介入群でベースラインから悪化した。
　 1年間を通じての高い参加状況は，短時間の休
憩プログラムが現実世界において実行可能かつ持
続可能であることを示唆している。以前実施され
た 8週間の研究では，勤務中30分ごとに 1～ 2分
間の立つ／／動く休憩の有効性を評価し，研究終了
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図 2．介入群における短時間の活動的休憩への参加状況
3時点すべてに欠測のない145名のデータを用いて作成した。
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時に勤労者の55.9％が参加した38）。別の研究では，
複合的な短時間休憩プログラムがオフィスに実装
され（≥ 4分／／セッション， 1日 4回），参加者は 6

か月間のプログラム全体を通じてセッションの
31.5％に出席した11）。本研究における参加状況（ 1

年後に参加者の66.9％がほぼすべての休憩セッ
ションに参加）は，以前の研究と同等またはそれ
以上であり，我々の複合的プログラムが長期にわ
たって（少なくとも 1年以上）現実世界のオフィス
で持続できることを示唆している。本研究での参
加状況が以前の研究よりも高かった理由は，短時
間の休憩導入前に実施された支援戦略によって説
明できる可能性がある。経営陣／／同僚からのソー
シャルサポートや情報提供を含むこれらの戦略は，
職場での長時間の座位行動を中断することに対す
る障壁（例：活動的休憩を取ることを支援しない
組織文化）を軽減した可能性がある12,13）。
　我々の複合的介入は，勤務中の座位行動を減少
させ，身体活動を 8時間の勤務中に24.3分間増加
させた。短時間の休憩を実装することの効果を検
討した研究は 2 件のみで，結果は一貫していな
い：Maileyら38）は勤務中の座位行動の減少を報告
したが，Akksilpら11）は統計的有意な効果を報告
しなかった。我々の結果は， 8週間の短時間の活
動的休憩の実装が， 9時間の勤務中に座位行動を
35.5分（ 8時間当たり31.61分に相当）減少させたと
報告した Maileyら38）の知見を支持している。こ
れらの類似性は，ベースラインにおける我々の参

加者の勤務中の座位行動時間が，Akksilpらより
も Maileyらの報告と一致していることに起因す
る可能性がある。一方，我々の研究でみられた座
位行動の変化が Maileyらの研究と比較して小さ
かったことは，研究期間（ 1年 vs 8週間）と介入
に含まれる構成要素によって説明できる可能性が
ある。この仮説は，研究期間が長くなるにつれて
座位行動の減少が小さくなることを示唆した系統
的レビューの知見によって部分的に支持されてい
る8）。
　我々は，短時間の休憩プログラムが勤務中の低
強度身体活動と中高強度身体活動の両方を増加さ
せることを確認し，介入が参加者自身の作業ス
ペース周辺の活動（低強度身体活動）と，オフィス
への出入りの歩行（中高強度身体活動）を増加させ
たことを示唆している。更に，観察された座位行
動の変化（約20分／／勤務日）は目標値，すなわち勤
務中の 1日当たり合計約10分間の減少よりも大き
かった。これらの予想外の結果の考えられる理由
には，オフィスでの座位行動の軽減と身体活動の
増加に向けた従業員のリテラシーの向上が含まれ，
これが活動的な組織文化を育み，活動的休憩を取
る際に他の用事も完了しようとした可能性がある
（例：水分補給，トイレ休憩，同僚訪問）13）。これ
らの仮説は，短時間の継続した身体活動が増加し
たという我々の知見によって部分的に支持されて
いる。
　我々の結果はいくつかの示唆を含んでいる。以
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表 3．長時間座位からの短時間の活動的休憩を組み込んだ複合的介入の副次アウトカムへの効果

アウトカム a 群
事前

平均（SD）
事後

平均（SD）
事後 -事前の差
推定値（95% CI）b

群間差
推定値（95% CI）

群間差の
P値

心理的苦痛（点） 介入群 5.1（5.2） 6.7（5.6）  1.6（0.9 – 2.2）
 1.4（0.6 – 2.3） 0.001

対照群 3.1（4.0） 3.5（4.2）  0.1（-0.4 – 0.7）
ワークエンゲイジメント（点） 介入群 2.2（0.9） 2.1（1.0） -0.1（-0.2 – -0.0）

-0.2（-0.4 – -0.1） 0.012
対照群 2.8（1.5） 2.9（1.5）  0.1（-0.0 – 0.2）

職務遂行能力（点） 介入群 5.0（1.3） 5.3（1.5）  0.2（-0.1 – 0.5）
-0.2（-0.6 – 0.2） 0.276

対照群 6.0（1.6） 6.1（1.5）  0.4（0.2 – 0.6）

a　高い値はより高いレベルの心理的苦痛，ワークエンゲイジメント，職務遂行能力を示す
b　これらの値は共変量で調整されているため，事前と事後の列の値の差と正確には一致しない（算術平均）
SD = 標準偏差，CI = 信頼区間
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前のメタ分析では，環境的職場介入（例：スタン
ディングデスクの設置）を実施した後，勤務中の
座位行動時間が72.8分／／ 8時間減少し，教育的／／行
動的介入（例：カウンセリング，情報提供，コン
ピュータプロンプト）を実施した後は15.5分／／ 8時
間減少し，これらの介入の組み合わせを実施した
後は88.8分／／ 8時間減少することが明らかになっ
た7）。研究方法論が異なるため直接比較は困難で
あるが，短時間の活動的休憩を含む複合的介入の
勤務中の座位行動への効果は，教育的／／行動的介
入に匹敵するが，環境介入ほど効果的ではないこ
とが示唆された。一方，系統的レビューでは，座
位行動を減らし身体活動を増加させるように設計
された多くの職場介入が短期的な性質であり，数
週間から数か月の範囲であることが強調されてい
る8）。我々の研究は，短時間の休憩を組み込んだ
複合的プログラムが長期にわたって（少なくとも
1年は）勤務中の座位行動を減らし身体活動を増
加させるのに効果的である可能性を示すことで，
これらの知見を拡大している。更に厳密な研究が
必要であるが，スタンディングデスクやアクティ
ブワークステーションの導入を伴わない我々の介
入プログラムは，特に従業員の健康増進のための
リソースが限られている中小企業において，座位
行動を減らし身体活動を増加させる集団アプロー
チとして考慮されるべきである39）。
　我々は，介入が健康を促進したという証拠を見
いだせず，更に介入群では 1年後に心理的苦痛と
ワークエンゲイジメントが悪化した。これは介入
に関連した変化である可能性がある。介入による
身体活動は短時間で軽度であったが，特に疲労し
た，または意欲の低い従業員の間で身体的または
精神的な負担を引き起こした可能性がある。休憩
を取ることは，集中した作業を中断した可能性も
ある。しかし，身体活動促進を含む職場介入のレ
ビューでは，メンタルヘルスアウトカムへの負の
効果は明らかになっていない15）。心理的苦痛と
ワークエンゲイジメントは，仕事の要求（例：残
業）とコントロール，努力－報酬の不均衡，ソー
シャルサポート，組織変更など，さまざまな要因

によって影響を受ける40,41）。我々のフォローアッ
プ調査時点では，介入群の企業のみが繁忙期で，
従業員への仕事の要求が増加していた可能性があ
り，アウトカムの悪化につながった可能性がある。
我々は同じ企業グループの従業員を各群に割り当
て，PS重み付けを用いて特性をバランスさせよ
うと試みた。しかし，これらのアウトカム決定要
因の分布は十分にバランスがとれていなかった可
能性がある。将来の RCTで，観察された潜在的
な負の効果を検証すべきである。
　我々は各群で異なる時点で測定が行われたこと
が，観察と推定に影響を与えた可能性があること
を認識しなければならない。特に，介入後測定は
COVID-19パンデミックの影響を受けた可能性が
ある。例えば，日本の主な感染制御措置である
ソーシャルディスタンス拡大戦略は，職場での交
流と休憩を減らし，身体活動の低下と座位行動の
増加につながった可能性がある。逆に，閉鎖空間
（例：エレベーター）を避けるための階段の使用や，
感染制御のためのオフィスの導線の調整が身体活
動を促進した可能性がある。これらの潜在的な効
果の大きさと方向を判断することはできないが，
観察された値が測定タイミングの違いによって影
響を受けた可能性を除外することもできない。し
かし，この影響は，レジャー時の座位行動と身体
活動よりもパンデミックに対する感受性が低い可
能性がある主要アウトカム（職場での座位行動と
身体活動）に関して，結果を覆すほど重要ではな
かった可能性がある。更に，日本では，介入後調
査の時点で，人々の身体行動に大きな影響を与え
るような厳格な措置は実施されていなかった。更
に，パンデミックとその対策（例：テレワーク）は
人々の身体活動42,43）とメンタルヘルス44）を悪化さ
せる可能性があると報告されている。しかし，介
入群の副次アウトカムを除いて，そのような悪化
傾向は確認されなかった。一方，介入群における
心理的苦痛とワークエンゲイジメントの悪化は，
前例のないパンデミックの発生に対する不安に
よって影響を受けた可能性がある。我々の知見は，
パンデミック後に実施される更なる RCTで検証
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されるべきである。
強みと限界

　本研究の強みは，環境介入を実施することなく
勤務中の座位行動の軽減に効果的であると期待さ
れる，短時間の活動的休憩を組み込んだ複合的介
入の長期的効果を検討したことである。更に，
我々は加速度計を用いて座位行動と身体活動を測
定し，PS重み付けを用いて群の特性をバランス
させた。しかし，本研究にはいくつかの限界もあ
る。第一に内的妥当性に関するものである。PS

重み付けを用いて交絡バイアスを減らそうと試み
たが，利用可能なデータが限られていたため，
PSモデルに含めることができた共変量のセット
は限定的であった。したがって，我々の結果は，
未測定・未知の交絡因子（例：職場文化，対人関
係，健康増進への意識）によって影響を受けた可
能性がある。群間の調査期間の違いとそれに関連
する要因も，我々の結果に影響を与えた可能性が
ある。第二の限界は測定誤差に関するものである。
我々が使用した加速度計は，身体活動と座位行動
の測定において妥当性が検証されている24-26）。し
かし，腰装着型加速度計は実際の姿勢変化を評価
できず，座位行動と低強度身体活動を誤分類する
可能性がある26）。更に，介入群での座位行動の減
少は観察された休憩への参加状況の妥当性を部分
的に支持しているが，短時間休憩への自己報告に
よる参加状況評価は情報バイアス（例：想起バイ
アスと社会的望ましさバイアス）の影響を受けた
可能性がある。第三に，我々は日本の単一企業の
オフィスワーカーを対象とした。参加者は主に女
性（介入群の92.4％）であり，以前の系統的レ
ビューに含まれたオフィスワーカーよりも勤務中
の座位行動が少なかった（職場での座位行動％：
62.9％ vs 72.5％）1）。更に，職場での健康増進プ
ログラムの有効性は，国によって異なる組織規範
と風土に依存する可能性がある12-14）。したがって，
我々の結果の一般化可能性は限られている可能性
がある。将来の研究では，欧米・発展途上国のオ
フィスワーカーや，より座位行動が多い者など，
他の集団における短時間の休憩実施の効果を検討

すべきである。

結　論

　座位行動の中断を意図した短時間の活動的休憩
を組み込んだ複合的な職場健康増進プログラムは，
オフィスワーカーの勤務中の座位行動を減らし，
身体活動を増加させることに対して長期的な有効
性をもつ可能性がある。しかし，心理的苦痛と
ワークエンゲイジメントへの潜在的な悪影響には
留意すべきである。方法論的な限界から，観察さ
れた効果が介入によるものと断定することはでき
ないが，我々の知見は，このプログラムがオフィ
スワーカーの勤務中の座位行動を減らし，身体活
動を促進する実行可能なアプローチであることを
示唆している。広範な実装を推奨する前に，その
有効性と外的妥当性を評価するための更に厳密な
研究が必要である。
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